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児童相談所における保健師の役割について
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　児童相談所の保健師の配置とその活動は、児童福祉司任用の資格要件の緩和や、自治体の保健、福祉分野

の再編等によって進められてきた経過がある。先行研究や自治体による取り組みの報告、厚生労働省の資料、

全国の児童相談所調査から、児童相談所の保健師の配置状況と業務内容とその成果、課題を整理した。

　児童相談所の保健師の配置とその業務内容は自治体によって様々であり、児童福祉司として、保健師とし

て等、児童相談所における保健師の位置づけやその業務比率には差があった。その中で乳幼児の対応、精神

保健、性的虐待、そして医療機関、保健センターとの連携など、いわゆる保健師が関わる分野とその専門性

にっいては、人事発令に関係な，く発揮されており、一定の評価がなされている状況が明らかとなった。

　また、児童相談所の保健師としての専門性の確立や将来的な人材の育成が重要な課題であり、これらの課

題を考えていくためには児童相談所の保健師を対象とした研修体制の創設、児童相談所の保健師の連絡会議

の開催等が重要課題であると考えられた。

キーワード：児童相談所、保健師業務、専門性、役割

The Role of Public Health Nurse in the Child Guidance Center 

Kazuhiro SATO, Tsuneo YAMAMOTO 

Abstract：The　Role　ofa　public　health　nurse　is　extremely　important　inthe　context　ofchil（l　abuse　guidance　inthe　Child

Gui（1ance　Center　The　present　condition，howeve蔦is　that　it　hasn’t　been　cleare（1the　vahed　public　health　nurse’s

＆rrangement　situation，work　contents，status　and　so　on．This　study　has　solte（10ut　the　a∬angement　situation　and　work

contents，outcomes　an（1the　tasks　of　public　health　n皿ses　in　the　Child　Guidance　Cent賦based　on　earlier　literat皿es，

repo並son血e垣alsoflocalgove㎜ents，血ematen証sbythe㎜町ofLaboちHe田舳dW曲e，㎝d血e
nationwi（1e　Ch丑（1Guidance　Centerresearches．

　As　a　result，it　was　fbund　that　arrangements　an（1work　contents　ofpublic　health　nurses　in　the　Child　Guidance　Center

werev狙edamongloc田gove㎜ents．A仙es㎜e丘me，itshowed血at血epublicheal血mseworked釦曲ecenter
were　doingthe　original　tasks　regar（1ing　on　its　relevant　areas　or　specialties，such　as，in£ants　issues，mental　health，sexual

abuse，corporationwithmedical　agencies，healthcenters　an（1etc。

　The　significant　fじtu1』e　theme　here　is　to　establish　the　specializ励tion　or　training　of　fnture　h㎜resources　of　public

health　mrse　work　fbr　the　Child　Guidance　Center　For　t1豆s　theme，it　is㎞poltant　to　set　up　training　systems　and　hol（1

regularmee血1gsfbrpublic　healthnurse　workfbrthe　C1丘ldGuidance　Center

Keywords : Child Guidance Center, Public Health Nurse's Work, Specialties, Role 

385



日本子ども家庭総合研究所紀要　第45集

1．研究の目的 所倫理委員会の審査・承認を得ている。

　児童相談所の保健師の活動については、小山修ら（平

成16（2004）年）の先行研究からも、その専門性を活か

した業務が実践されてきたことが明らかになっているが、

平成17（2005）年の改正児童福祉法、児童福祉法施行規則

第6条による児童相談所の児童福祉司の資格要件の緩和

によってその任用資格要件が、保健師、看護師、教職員

等に法文上も明記されたことと時期をほぼ同じくして、

自治体における保健と福祉の統合化や保健所の再編等が

進められてきたことから、保健師が児童相談所のスタッ

フとして配置されるようになってきているという経過が

ある。さらには長野県や静岡県などの児童相談所に配属

された保健師による実践報告から、独自の専門性を活か

し、一定の成果を上げている状況があることもわかって

きている。

　しかしながら、各自治体におけるここ数年の保健師の

児童相談所への配置状況や業務分担、業務実態等に関し

ては、多様性とその内容に大きな幅があると考えられ、

自治体によって業務分担の内容や比率にも差があるよう

だがはっきりしない。

　児童相談所の保健師が一定の専門性を発揮しながら、

ヘルスケアの課題や性的虐待、性教育、医療機関等との

連携等に関与していくことの有用性と共に、児童相談所

に保健師が配置されていることの意義は何か、また独自

の機能とは何かということについて考えてみたい。

皿．研究結果

1．先行研究の検討概要

（1）小山修ほか「保健師の活動スキルに関する研究」（平

　成16（2004）年）第40集

　小山らの研究（平成16（2004）年）では、児童相談所に

勤務する保健師の任用と業務内容課題等について調査が

行われ、全国68ヶ所の児童相談所で保健師が配属されて

おり（回答158児童相談所、回収率86．8％）、主たる業

務として被虐待児とその家族に対する相談指導（25．6％）、

また、もっとも連携をとっているのは市町村保健師

（31．7％）という結果であった。保健師の専門性を発揮

できる部門としては、68．7％が相談部門と回答している。

　保健師を配置していない児童相談所でも、保健師の配

置については肯定しているという意見が大勢を占めてい

た（約80．0％）。

今後の課題として、業務の明確化、専門性を発揮できる

業務分担、研修体制について挙げられている。これらの

課題に関連して、児童相談所の保健師同士の連携や連絡

会の必要性が挙げられており、組織再編や、人材不足の

観点からの保健師の導入ではなく、業務の明確化を図り、

保健師の専門性を活かしながら、児童相談所の保健師と

しての位置づけを共有、認識していく必要性が示唆され

ている。

H．研究方法

　児童相談所の保健師の活動に関して先行研究の検討を

行い、自治体での取り組み状況や国の動向を把握し、あ

わせて全国児童相談所調査を行うことにより、保健師の

配置状況や業務内容とその分担状況、成果や課題等を把

握する。

　全国児童相談所調査に関しては、厚生労働科学研究、

「医療ネグレクトにおける医療・福祉・司法が連携した

対応のあり方に関する研究（主任研究者：宮本信也　筑

波大学）の分担研究である　「福祉領域における医療ネグ

レクト問題についての調査」（研究協力者：山本恒雄目

本子ども家庭総合研究所）の協力により、調査情報の一

部を共有した。

（倫理面への配慮）

　調査に際し、個人情報の扱いについては、個人が特定

されることのないように調査回答は一般的な記述による

項目選択を原則とし、また公表する情報は一般化した項

目についての数値情報のみとして、個別的な情報は扱わ

ないこととする。また、回収した調査情報は集計が終わ

った時点で全て厳重に廃棄処分することとし、この方針

は調査依頼の段階で調査対象機関に提示している。

　なお、この調査については、目本子ども家庭総合研究

（2）岩清水伴美r静岡県の児童相談所に配属された保

　　健師の活動」（平成18（2006）年）

　静岡県では、平成17（2005）年4月時点で3ヶ所の児童

相談所に5名の保健師が配置されている。児童虐待の調

査や指導に対して、児童の身体や保護者の精神状態をよ

り細かく観察し、ケース処遇の強化を図ることを目的と

している。5名のうち、4名は保健師として配置されてい

るが、1名は児童福祉司兼保健師としての配置である。

業務分担は、相談所ごとに異なっており、業務内容や比

率も多様であるという特徴がある。

　概ね共通している業務として、まず、乳幼児や身体的、

性的虐待ケースの同行家庭訪問、医療機関受診など虐待

事例のアセスメントと保護に関する業務であり、地区担

当児童福祉司と役割を分担しながら活動している。2つ

目として目常面接場面での性行動の確認と性教育、児童

養護施設の性教育実施のための支援事業、3つ目として

市町村虐待防止ネットワークヘのかかわり、虐待予防へ

の取り組みといった児童への性教育が挙げられている。4

つ目として地域の母子保健活動への提言、支援活動、母

子保健分野の関係者との連携といった児童虐待の予防的

活動である。

　分担された業務内容については、配属先の部門によっ

て異なっているが、特に乳幼児に関すること、性的虐待
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や性の問題といった分野での役割において、地域との連

携を図りながら活動している。

（3）松山久美子「長野県中央児童相談所の保健師活動

　　について」（平成20（2008）年）

　長野県では、児童相談所保健師の活動内容として、虐

待通告受理後の初期調査アセスメントや精神疾患を有す

る虐待加害者への対応、地域保健分野や医療機関との連

携業務を主たる目的にしている。相談所内の体制として

は、児童福祉司発令ではなく保健師としての専門性が確

保されており、保健師として配置されている。

　業務実態としては、看護職としての業務も担っており、

一時保護所での児童の健康管理や医療受診、感染症対策

のほか、児童養護施設等に対する性教育、里親育児スキ

ル、医療受診関連の技術的助言等を行っているという点

がある。

　業務内容として、虐待対応以外の領域では看護職とし

ての業務に比重がかかっている。

（4）市町村保健所および都道府県における母子保健活

　動について

　児童虐待防止の視点から、市町村保健所の母子保健活

動について様々な資料を概観してみると、妊産婦につい

ては、妊娠届、母子健康手帳の交付、両親学級、妊産婦

健康診査、家庭訪問指導等がある。

　子ども（乳幼児）期では、乳幼児期の場合、新生児訪問、

未熟児訪問、乳児健康診査、医療機関受診時、保育園等

の通園状況がある。

　児童、思春期においては、学校保健分野との連携、人

権教育や性教育等がある。

　地域社会においては、一般住民に対する生涯教育、性

感染症予防出前講座、人権教育、広報・啓発活動がある。

また、児童福祉に職務上関係のある人に対しては、要保

護児童対策地域協議会等での研修、職場内研修、職域研

修などがある。

　一方、都道府県の役割としては、未熟児療育医療、自

立支援医療、障害児の療育指導、小児慢性疾患等の訪問

指導などがあげられる。

（5）厚生労働省資料（平成19（2007）年7月全国児相

　長会議）から見る児童相談所保健師の役割例

　厚生労働省の資料に見られる児童相談所の保健師の役

割例として、まず虐待事例の対応が挙げられる。また、

受理会議、援助方針会議等の出席がある（埼玉県）。いず

れも、児童福祉司として業務にあたるのか、保健師の専

門性によって業務にあたるのかという課題は残っている。

　親（保護者）支援の分野においては、母親の育児指導

や精神的なケアの実施（大阪府）や親支援グループにお

けるスタッフ機能と助言（長野県）、家族再統合プログラ

ム検討委員会への参加がある。

　保健師としての専門性を発揮し、児童相談所と保健所

業務の連携に関する調整や、市町村保健師、都道府県保

健師への助言、母子保健関係者の研修会や事例検討にお

いて母子保健のあり方などの指導をする（長野県）といっ

た各自治体の取り組み例が紹介されている。

　これらの取り組み例から、児童相談所の保健師の位置

づけや活動は、概ね三つに分類される。

　まず、大阪府（一部、平成18年度）や静岡県（一部、平

成17年度〉のような児童福祉司としての業務を中心とし

た位置づけと活動である。二つ目は、神奈川県や長野県、

大阪府（一部｛平成18年度）、静岡県（一部、平成17年度）

のような保健師としての専門性に基づいた位置づけとそ

の活動である。長野県の取り組みに関しては、保健師と

しての活動プラス看護職としての特別な役割も担ってお

り、独自の専門性を発揮するという点では、これまでも

専門職（保健師、看護師）としての検討や議論が別の場で

なされているが、この報告では現状把握ということにと

どめておきたい。三つ目としては、埼玉県（保健所と児童

相談所との兼務発令〉や静岡県（児童福祉司と保健師との

兼務発令）（一部）などの兼務発令による折衷的な保健師

としての活動である。

（6）神奈川県における検討（平成19（2007）年）

　平成18（2006）年2月、神奈川県の児童福祉審議会か

ら意見具申されだ「児童相談所のあり方検討小委員会」

の報告書（平成19（2007）年）の中で、r保健的側面か

ら、アセスメント、保護者への指導、地域保健機関との

連携、一時保護児童の健康管理等を強化するため、すべ

ての児童相談所に保健師を配置することが望ましい」と

明記された。このことを踏まえて、検討小委員会では、

児童虐待に対する支援体制を強化するために、児童相談

所における保健面の課題整理及びその課題に対応した保

健師の役割や機能として求められる業務範囲等について

検討を行っている。

　現状の児童相談所における保健面の課題として、（a〉

個別ケースヘの支援における課題、（b）関係機関との連携

における課題、（c）一時保護所における課題に分類されて

いる。それらを踏まえて、神奈川県では児童相談所にお

ける保健師の役割や機能についての業務モデルを作成し

ている。また、神奈川県においては、保健師の専門性を

活かすために、地区担当の児童福祉司ではなく、所管地

域の中で広域的に専門性を発揮できる保健師として配置

し、児童福祉司や市町村の保健師と協働して業務にあた

る必要があるとしている。

　現在、神奈川県では中央児相、相模原児相、厚木児相

に保健師を配置している。

2　先行研究のまとめ

　先行研究からみる児童相談所の保健師の活動

児童相談所での発令や業務分担を考慮せず、保健師の
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専門性に基づく役割や活動をみてみると、まず乳幼児や

育児支援といった児童相談所、関係機関の母子保健分野

への対応がある。これには児童虐待の予防的側面も含ま

れる。2つ目として、医学的知識、技術を必要とする事

例への対応や窓口としての機能がある。それは例えば身

体的虐待、性的虐待、ヘルスケア、医療ネグレクトとい

った事例である。3つ目として、精神保健分野の知識、

技術を必要とする事例への対応である。児童だけでなく、

保護者の見立ての課題についても活動の中心となってい

る。4つ目として、先に挙げた関係機関との連携窓口と

しての役割や活動である。児童相談所の保健師の活動は、

前述したように医療機関との連絡調整や情報収集等をは

じめ、市町村保健師、児童福祉施設等であり、その活動

内容は多岐、多様にわたっている。それ以外にも、一時

保護所児童への対応や職場内外の研修、広報・啓発活動

が挙げられる。

3．全国児童相談所調査における保健師活動の実情と課

　題
（1）調査目的

①配属された保健師が児童相談所において、児童相談

　所職員（児童福祉司）としての役割なのか、保健師

　の独自性あるいは専門性に基づいての役割なのかと

　いう組織内の位置づけを知ること。

②児童相談所の保健師として役割と機能は、どのよう

　な専門性に基づいた業務であることが必要かについ

　て知ること。

③現状としての児童相談所の保健師の配置状況と業務

　内容について知ること。

④現状の課題は何か。また、今後の保健師の配置計画、

　配置のメリットとその立証性や評価にっいて知るこ

　と。あわせて可能であれば、定数上の配置の位置づ

　け（児童福祉司との兼ね合い）を知ること。

（2）調査方法

　全国の児童相談所の支所、分室を除く全国197ヶ所（厚

生労働省資料　平成20（2008）年9月1目現在）の児童

相談所を対象に質問紙調査票により、平成20年1L月～

12月の期問で調査を実施した。主な調査内容は、児童相

談所における保健師の配置状況、担当業務分野と内容、

業務比率、業務担当形態と件数、業務実績、保健師を配

置したことによる成果と課題等についてである。

（3）研究結果

①調査票回収率

　全国児童相談所197ヶ所中、134ヶ所の児童相談所

　からの回答があり、回収率は68％であった。

②保健師の配置状況（図1）

　保健師を配置している児童相談所は、回答のあった

134児相のうち、55ヶ所（41，0％）であった。また、

配置している保健師の人数は、78人であった。

小山ら（平成16年（2004）年）の先行研究において

は、調査票回収率（86．8％）で全国68ヶ所の児童相

談所に86人の保健師が配置されているという結果

があり、調査回収率の違いがある中で単純に比較は

出来ないが、新たに保健師を配置した自治体がいく

つかあると同時に減っている自治体もありそうな状

況が伺える。

③配置されている保健師の職名（図2）

　配置されている保健師の職名（任用状況）は、54児

　相（61名）の有効回答において、管理職が9名

　（14。7％）、児童福祉司として任用されているのが

　12名（19．6％）、保健師として任用されているのが

　13名（21，3％）、児童福祉司か保健師の判別がつか

　ない職名27名（44．2％）であった。

④配置されている保健師の性別（図3）

　保健師が配置されている55ヶ所の児童相談所の保

　健師78人の性別の内訳は、すべて女性である。

⑤今後の保健師の配置予定の有無（図4）
1
回
答 のあった134児相のうち、今後、保健師の配置

　の予定があると回答したのは、12ヶ所（9．0％）、配

　置の予定はないと回答したのは、66ヶ所（49．3％）、

　配置の検討中であると回答したのは、9ヶ所（6．7％）、

　無回答は47ヶ所（35．1％）であった。

⑥保健師の配置希望（図5）

　回答のあった134児相のうち、保健師の配置希望が

　ある児童相談所は、27ヶ所（20．1％）、配置の希望

　がないのは、44ヶ所（32，8パーセント）、63ヶ所

　（47．0％）は無回答であった。

⑦児童相談所として、保健師を配置したことによる効

　果や課題について（自由記述）

　全体的な意見として、保健師を配置したことによる

効果を挙げている児童相談所が多く、課題については

業務内容というよりは組織上、人事上の課題と思われ

る意見があった。

　効果についての主な意見として、乳幼児のヘルスケ

ア、育児支援、虐待予防的な視点での対応において、

保護者に受け入れられやすいことと共に適切な助言や

指導が出来ることを挙げている。医療に関することや、

医療ネグレクト、性的虐待等が疑われる事例等の見立

てや評価、医療機関との連携、窓口機能としての役割

を担い、かつスムーズであることを挙げている。精神

保健分野、特に保護者に対する見立てや評価、精神保

健、医療機関への連絡などに対応できること。上記の
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関係機関との連絡調整や連携に大きな役割を果たして

いるというような意見が多数あった。意見としては多

くないが、一時保護所の児童に対する健康管理や、医

学的対応、性教育などの対応に大きな効果があったと

いう意見もあった。

　課題としては、児童相談所の保健師としての役割や

機能を果たすことの出来る組織体制の見直しを求める

意見や、児童福祉司としての配置をしているために保

健師としての専門性を活かした業務が出来ないこと、

管内全域を担当しているために体制的に優先順位をつ

けざるを得ず、対応できないケースがあること等、組

織体制上保健師としての役割が十分に発揮できない点

を課題として挙げている。その一方で、市の保健所と

の連携は十分にできているので保健師を児童相談所に

おく必要はないという意見もごく少数だがあった。

　専門的な知識と技術、ネットワークを持った保健師

の活動が児童相談所のいくつか業務分野の対応におい

てかなりの成果を挙げており、全体的に肯定的に受け

止められていることが伺えた。

⑧表1．保健師の担当業務について（保健師を配置し

　ている児相n＝55中の各構成比）

　この問は、児童相談所の保健師の業務を20項目に分

類し、関与している業務内容について尋ねたものであ

る（複数回答）。

　保健師が配置されていると回答した55ヶ所の児童

相談所の保健師の業務内容の構成比を表している。

　一般相談対応（児童福祉司等と同等）の相談担当の

業務に関与していると回答したのは、（a）32ヶ所

（58，1％）であった。

　医療機関対応（医療情報収集や調整）の業務に関与

していると回答したのは、（b）37ヶ所（67，2％）であっ

た。

　乳幼児（育児支援0～2歳）の業務に関与していると

回答したのは、（c）29ヶ所（21．6％）であり、乳幼児

（育児支援3歳以上）の業務に関与していると回答し

たのは（d）28ヶ所（20．9％）である。

　乳幼児（低体重児0～2歳）の業務に関与していると

回答したのは、（e）20ヶ所（14．9％）であり、乳幼児

（低体重児3歳以上）の業務に関与していると回答し

たのは（f）18ヶ所（13．4％）である。

　乳幼児（疾病0～2歳）の業務に関与していると回答

したのは、（g）21ヶ所（15．7％）であり、乳幼児（疾

病3歳以上）の業務に関与していると回答したのは、

（h）22ヶ所（16．4％）である。

　乳幼児（発達・障害児の相談0～2歳）の業務に関与

していると回答したのは、（i）18ヶ所（13．4％）であ

り、乳幼児（発達・障害児り相談3歳以上）の業務に

関与していると回答したのは、（」）21ヶ所（15．7％）

である。

　健康問題（性的虐待対応0～2歳）の業務に関与して

いると回答したのは、（k）23ヶ所（17．2％）であり、

健康問題（性的虐待対応3歳以上）の業務に関与して

いると回答したのは、（1）30ヶ所（22．4％）である。

　健康問題（性教育・非行問題）については、（m）31

ケ所（23．1％）。

　健康問題（精神保健）については、（n）28ヶ所
（20．9％）Q

　　健康問題（禁煙教育）については、（o）11ヶ所

　（8．2％）

　　健康問題（その他子どもの健康問題）については、

　（P）18ケ所（13．4）％である。

　　関係機関との連携（保健所、保健センター、医療

　機関との連携）については、（q）40ヶ所（29，9％）

　であった。

⑨担当業務分野ごとの業務比率（図6）

　　さらに、表．1で分類された保健師の業務20項目

　を関連分野ごと3領域に分類し、1，H，皿のどの領

　域に保健師の業務の比重がかかっているのかを尋ね

　たものである。

　　全て一般相談対応（1）は、6ヶ所（10．9％）で

　あった。

　　ほとんどが一般相談対応（1）でわずかに医療機

　関対応、乳幼児、健康問題、関係機関連携（H）は、

　15ヶ所（27，2％）であった。

　　全て医療機関対応、乳幼児、健康問題、関係機関

　連携（H）は、4ヶ所（7，2％）であった。

　　ほとんど医療機関対応、乳幼児、健康問題、関係

　機関連携は、11ヶ所（20．0％）であった。

　　その他の業務比率で業務担当している（皿）のは、

　11ヶ所（20．0％）であり、回答がなかったのは8ヶ

　所（M．5％）であった。

　　その他の業務内容の主なものとして、配属部門の

　関連では、虐待（初期〉対応チームに所属しているこ

　とや、管理職、班長業務であることをあげている。

　　また、業務内容別では、一時保護児童の健康管理、

　性教育、給食関連、児童養護施設（児童、職員）へ

　の性教育、里親関連、講演活動等である。

　　これらのことから、全て、あるいはほとんど一般

　相談対応の業務に関与していると回答したのは21

　ヶ所（38．1％）であり、保健師を配置していると回

　答のあった児童相談所の約4割を占めていることに

　なる。っまり、児童相談所に配置されている保健師

　の約4割は一般相談対応（児童福祉司として）の業

　務に関与していることがうかがえる。

⑩業務担当の形態と件数

　担当形態とその件数の分布については以下の通りで

ある。
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（a）専任担当ケース数（図7）

　主担当としてのケース数の分布が多いのは、10件以

内で14ヶ所（36，8％）となっている。その次に多い

のは、51件以上で10ヶ所（26．3％）であり、51件以

上と回答した児童相談所の保健師の業務は、児童福祉

司としての業務に近いのではないかと思われる。

（b）チーム担当：常に複数メンバーのメンバーとして（図

　8）

　主担当としてではなく、チーム内での担当としての

業務を担っているケース数の分布として、10件以内が

13ヶ所（44．8％）であり、ついで51件以上が8ヶ所

で27，5％）であった。

（c）チーム担当：ワンポイントスタッフとして（図9）

　アセスメント等の局面にワンポイントで参加する件

数で最も分布が多いのは、10件以内が13ヶ所（50．0％）、

ついで、51件以上が6ケ所（23．0％）であった。

（d）児童福祉司と共同ケースとして継続指導等を担当

　（図10）

　共同して継続指導を担当する場合の分布として、10

回以内が18ヶ所（72．0％）が最も多かった。保健師と

しての専門性を発揮しつつ、対応している様子が伺え

る。

（e）児童相談所職員として市町村職員とチーム対応（図

　11）

　市町村職員とのチーム対応については、10件以内が

　19ヶ所（73．0％）、ついで11～20件が5ヶ所（19．2％）

　であった。

（f）緊急出動・保護の応援：回数（図12）

　　緊急出動や応援については、10回以内が20ヶ所

　　（58．8％）、ついで11～20回が7ケ所（20．5％）で

　あった。

⑪表2．図18児童相談所における保健師の役割

　平成19年度中の業務実績から、保健師の実際の役割

内容と関与の延べ回数の分布をみたものである。

　項目1の緊急受理会議等への参加にっいては、50回以

上と回答している児童相談所が20ヶ所あり、最大値で

は764回であった。緊急受理会議等、ほとんどの会議に

関与している実態がうかがえる。

　項目2の家庭訪問（単数）は、10回以内というところ

と50回以上に多く分布している。また、項目3の家庭

訪問（複数）については、50回以上と回答しているのが

17ヶ所で最も多く分布している。

　項目4（面接単数）10回以内が8ヶ所、50回以上が8

ヶ所と児童相談所によってばらつきがある。

　項目5（面接複数）は、50回以上が16ヶ所と最も分

布が多い。

　項目6～20まではほとんどが10回以内であり、内容

的には関係機関との会議や連携に関することであった。

⑫表7．その他（項目20）の内容（自由記述）

　その他の担当業務として、1歳半、3歳児精密健診や児

童養護施設の職員、子どもへの性教育、病院主催の事例

検討会、一時保護児童の対応、肢体不自由児巡回相談な

どがあげられていた。

⑬保健師としての児童相談所の業務について成果や感

　じること課題（自由記述、主な意見）

　回答のあった児童相談所の主な意見のうち、まず、業

務上の成果として挙げられていたことは、乳幼児、性的

虐待、精神保健、医療機関連携等についての対応に専門

性を発揮していることである。例えば、医療機関のMSW

に児童相談所の援助方針を伝えておくことで、ぺ一スの

早い医療経過にも対応できるなどである。また、虐待の

予防を含め、子どもの成長やヘルスケアにおける母子保

健の重要性を感じるという意見もあった。

　2つ目として、児童相談所の保健師の位置づけについ

てである。児童福祉司として、あるいは保健師として、

あるいは保健所との兼務など位置づけは多岐にわたっ

ている。そういった中でも、保健師の専門性を活かしな

がら、独自の役割を果たしたり、児童福祉司を後方支援

していくような活動形態によって、一定の成果を上げて

いる状況があり、評価がなされている。その一方で、他

府県の保健師業務について情報が入ってこないという

意見や実際に行われている業務にっいて情報交換の場

が欲しいとか、専門職としての（児童相談所の）保健師

研修を全国レベルもしくはブロックごとにでも企画し

て欲しいといった意見もあった。

　3っ目として、これら児童相談所の保健師活動を位置

づけていくためには、まず児童福祉司の増員が前提であ

り、課題であるとの意見があった。

　以上のような意見があり、保健師の専門性を活かした

活動の必要性や重要性と共に、そのための体制作りに課

題があることも意見として多くあげられていた。

lV．考察

1．調査からうかがえる児童相談所における保健師の役

　　割と課題

　調査結果から、児童相談所の保健師の専門性について

考えていくと、児童福祉司として対応している場合の役

割の上位項目として、

　（1）医療、保健機関との連携→70．0％

　（2）性教育、精神保健対応→約55．0％

　（3）乳幼児（0～2歳）の育児支援→52．0％

　児童福祉司対応を担当していない場合の上位項目とし

て、

　（1）医療、保健機関との連携→ほぽ100．0％

　（2）乳幼児（0～2歳）の育児支援→92．0％

　（3）性教育　　　　　　　　→92．0％
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以上のようになっている。

　児童相談所の保健師の活動内容は、まず、医療、保健

分野をはじめとする関係機関との連携や窓口機能がある。

二つ目として、乳幼児を中心とした育児支援活動、三っ

目として、性教育や性的虐待事例の対応が主な役割とし

てあげられる。

　そしてさらに、児童相談所における保健師の活動は、

どのような任用区分や発令があったかということに関

わらず、保健師としての専門性の中で独自の役割と二一

ズを担っていることがわかる。しかし、関与できる割合

については、自治体によって多種多様であり、任用区分

や発令、業務分担等に大きく影響されることがうかがわ

れる。

　また、それらの役割内容の評価については、多くの自

治体において肯定的な意見が多く、一方の課題として、

体制上の保健師の位置づけや業務分担などについてが

課題であると認識している自治体が多くあった。

　以上のことから、現状における児童相談所の保健師の

役割に関して、特に役割内容については、自治体ごとに

異なるにしても全体的な部分については共通している

ことがうかがえた。しかしながら、その位置づけや体制

は多種多様であり、業務の比率に関しては大きな幅があ

ることが改めて確認された。

2．児童福祉ソーシャルワーカーとして

　自由記述から、いわゆる一般行政職の配置との関連で、

児童相談所における虐待対応を焦点としたソーシャル

ワークの専門性や所内の対応の視点の共有化に役割を

果たしている。つまり、全国の児童相談所の福祉専門職

採用の実態を踏まえたときに、半数以上の福祉職採用枠

のない自治体のおいては、保健師の資格を持った児童福

祉司の活動が有る意味SV的な意味合いを持っことに

なる。

3．保健師の配置、職員についての課題

　保健及び福祉分野の統合化、再編等もあって、現状で

は臨床経験のあるいわゆるベテランの保健師が児童相談

所に配属されていることが多いが、マンパワーとして中

長期的に考えた場合に、今後、臨床経験の少ない保健師

が増えることも予想され、児童相談所の保健師としての

一定の専門性の確立がないと、人材の育成という点で課

題が残る。これらの解決の糸口として、自治体全体の横

並びの研修体制の実施や、児童相談所の保健師の交流の

場が必要だろう。それらがあって人事異動等による、保

健分野と福祉分野の交流が進むことでさらに職種問の対

応や視点の共有が進むことが期待できるだろう。

　また、現状において保健師の役割は任用状況、業務内

容等に自治体ごとのばらっきがあり、統一的な見解が必

要となる。しかし、関与している業務や専門性の発揮に

ついては、今後も必要な役割と言える。

　さらに、専門職としての評価と共に組織上の人員数と

の兼ね合いが大きな課題となると思われるが、将来的に

は児童相談所の保健師の役割や業務内容の確立と共に、

児童福祉司発令としてではなく、児童相談所の保健師と

しての定数の配置化を進めていくことが必要であり、同

時にそれは児童相談所の保健師の位置づけを明確にする

ものと言える。
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